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監 査 報 告 第 ５ 号 

平成１７年３月１７日 

 

財 政 援 助 団 体 等 監 査 結 果 報 告 

〔くつのまちながた神戸株式会社〕 

 

                       神戸市監査委員    近  谷  衛  一 

                       同          横  山  道  弘 

                       同          藤  原  武  光 

                       同          佐  伯  育  三 

 

  地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき実施した平成１６年度財政援助団体等監査について，

同条第９項の規定によりその結果に関する報告を次のとおり決定した。 

 

１ 監 査 の 対 象        

 

  くつのまちながた神戸株式会社（以下「会社」という。）における出納その他の事務で，主として

平成１５年度執行の事務 
 

２ 監 査 の 期 間        

 

  平成１６年９月２９日～平成１７年３月１７日 

 

３ 監 査 の 方 法        

 

  監査は，出納その他の事務が法令等に基づき適正に行われているかについて，関係書類の調査と

ともに，関係職員に対する質問等の方法により実施した。 

 

４ 団 体 の 概 要 

 

(1) 設立の趣旨 

  会社は，“くつのまちながた”核施設（シューズプラザ）を活用し，ケミカルシューズ産業の復

興と新たな展開を図るとともに，地域の活性化を支援することを目的として，平成１１年４月に

設立された。 
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(2) 本市との関係 

   資本金は，平成１５年度末現在１４億８，５１０万円であり，神戸市（以下「本市」という。）

は７億円（出資率４７．１％）を出資している。本市以外の主な出資者は，中小企業基盤整備機

構，株式会社みなと銀行である。 

平成１５年度末における職員数は３人であり，そのうち本市派遣職員は１人である。 

 

 (3) 事業の概要 

   会社及び事業所の所在地は，第１表のとおりである。 

 

 

   主な事業は，第２表のとおりである。 

① 消費者ニーズ等を把握する調査研究事業の実施及び受託 

メーカー自身が直接「売る」ことを通じて消費者ニーズ等を把握し，デザインや販売ノウハ

ウを取得するなどの新しい取り組みを支援している。 

② 販路開拓等のためのアンテナショップ等の賃貸 

シューズプラザ１，２階を靴メーカーのアンテナショップ等に賃貸している。賃貸件数は 

１２件で，前年度と同数である。 

③ 生産技術の強化及び新製品開発等のためのインキュベーションオフィスの賃貸 

  シューズプラザ３階を靴のデザイナー等に賃貸し，新規企業育成事業を実施している。賃貸 

 件数は１２社で，入居率は１００％となっている。 

④ 靴の販売事業の実施及び受託 

平成１５年度より，従来の賃貸業務に加えて一部靴の販売代行事業を行うとともに，会社に

よる販売員の配置・管理によるテナント運営業務を受託している。 

⑤ 各種イベント，キャンペーン等販売促進に関する行事の企画，請負業務 

魅力と集客力を高めるために，「シンデレラシューズ展」「ウォーキングシューズ展」など靴

に関連したイベントを実施している。また，付加価値を高めた「足の健康と靴セミナー」を実

施し団体客を誘致する他，イベント広場を芸術文化・サークル活動の発表の場として無料で提

供するなど，多くの来館者の誘致に努めている。 

 

 

 

 

第　１　表　　　会　　　社　　　の　　　所　　　在　　　地

所　　　　　　在　　　　　　　地

長田区細田町７丁目１番９号（シューズプラザ３階）

事　　　　業　　　　所

会 社 （ 事 務 所 ）
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 (4) 経営状況 

   経営状況の推移をみると，第３表のとおりである。なお，消費税処理は当年度より税抜処理に

変更している。 

当年度は，収益９，３５０万円に対し費用１億３，０８０万円で，差引３，７３０万円の経常

損失となっている。これに，住民税を加えた当期損失は３，８２５万円であり，さらに前年度か

らの繰越損失を加えた当期未処理損失は１億２，７７４万円となっている。  

 前年度と比べると，収益が１１２万円（１．２％）減少し，費用が６９５万円（５．０％）減

少した結果，経常収支は５８２万円の改善となっている。営業収支比率は６０．２％，経常収支

比率は７１．５％であり，前年度に比べ，それぞれ１０．５ポイント，２．８ポイント上昇して

いる。 

① 収益 

営業収益は６，７９６万円で，テナント誘致による賃貸料の増により，前年度に比べ 

８３４万円（１４．０％）増加している。 

これは主として，アンテナショップやインキュベーションオフィスの賃貸料収入である。 

    営業外収益は雑収益等２，５５３万円で，これは主として財団法人神戸市産業振興財団から

の新規企業・新規事業育成支援事業費補助金２，５００万円である。補助額の減等により，前

年度に比べ９４６万円（２７．０％）減少している。 

② 費用 

営業費用は１億１，２９２万円で，前年度に比べ７０１万円（５．８％）減少している。こ

れは主として，テナント運営業務の受託による人件費の増により営業原価が増加したものの，

管理的経費の見直し及びイベント広場の無料開放による直営イベントの縮小など，事業経費の

削減やパブリシティの積極的活用による販売促進費及び広告宣伝費の節減に伴い販売及び一般

管理費が減少したことによる。 

また，営業外費用は開業費償却等１，７８８万円である。 

 

 

 

件 数 12件 12件 0件 0.0

面 積 548㎡ 614㎡ △66㎡ △10.7

件 数 12件 10件 2件 0.2

面 積 356㎡ 356㎡ 0㎡ 0

回 数 35回 14回 21回 150.0

人 数 63,240人 61,710人 1,530人 2.5

平成 14年度項　　　目

第　２　表　　　業　　　務　　　量　　　の　　　比　　  較

対前年度
増 減

対前年度
増 減 率

平成15年度

来 館 者 数

ア ン テ ナ シ ョ ッ プ の 賃 貸

インキュベーションオフィス
の 賃 貸

イ ベ ン ト の 実 施
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金 額
構成
比率
金 額

構成
比率

(ａ) 67,966 72.7 59,625 63.0 8,341 14.0

67,966 72.7 59,625 63.0 8,341 14.0

25,537 27.3 35,006 37.0 △ 9,469 △ 27.0

1 0.0 6 0.0 △ 5 △ 83.3

25,536 27.3 35,000 37.0 △ 9,464 △ 27.0

　 (Ａ) 93,503 100.0 94,631 100.0 △ 1,128 △ 1.2

(ｂ) 112,923 86.3 119,937 87.1 △ 7,014 △ 5.8

58,782 44.9 50,719 36.8 8,063 15.9

54,141 41.4 69,218 50.2 △ 15,077 △ 21.8

17,881 13.7 17,823 12.9 58 0.3

2,425 1.9 2,425 1.8 0 0.0

15,395 11.8 15,395 11.2 0 0.0

62 0.0 3 0.0 59 ほぼ皆増

(Ｂ) 130,804 100.0 137,759 100.0 △ 6,955 △ 5.0

　 △ 37,300 － △ 43,127 － 5,827 －

（Ｄ） － － △ 1,644 － 1,644 －

－ － △ 721 － 721 －

－ － △ 924 － 924 －

△ 37,300 － △ 44,771 － 7,471 －

（Ｆ） 950 － 950 － 0 －

△ 38,250 － △ 45,721 － 7,471 －

（Ｈ） △ 89,492 － △ 43,770 － △ 45,722 －

△ 127,742 － △ 89,491 － △ 38,251 －

60.2 － 49.7 － 10.5 －

71.5 － 68.7 － 2.8 －

費

用

の

部

創 立 費 償 却

売 上 高

特 別 損 失

収

益

の

部

営 業 原 価

受 取 利 息

経 常 損 失 (Ｃ=Ａ－Ｂ)

営 業 外 費 用

対 前 年 度
増 減

(a/b×100）

(Ｉ=Ｇ+Ｈ)

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

営 業 収 支 比 率

法人税・住民税及び事業税

当 期 純 損 失

平 成 14 年 度

(Ｅ=Ｃ＋Ｄ)

(単位　金額：千円）

平 成 15 年 度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

当 期 費 用 合 計

税 引 前 当 期 純 損 失

科 目

当 期 収 益 合 計

営 業 費 用

雑 損 失

開 業 費 償 却

第　３　表　　　比　　較　　損　　益　　計　　算　　書  

対前年度
増 減 率

　（注）金額は，千円未満を四捨五入している。

雑 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

(A/B×100）経 常 収 支 比 率

当 期 未 処 理 損 失

(Ｇ=Ｅ-Ｆ)

前 期 繰 越 損 失
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(5) 財政状態 

   財政状態は，第４表のとおりである。 

  ① 資産 

    資産総額は１３億６，８４４万円で，前年度末に比べ３，４０９万円（２．４％）減少して

いる。 

    流動資産は１億９１万円で，主として現金・預金９，１８９万円及び未収入金９５０万円で

ある。前年度末に比べ７５４万円（８．１％）増加しているが，これは主として，現金・預金

が増加したことによる。 

固定資産は１２億５，２１３万円で，主として土地６億１，３３８万円，及び建物６億 

１，８８３万円等の有形固定資産が１２億５，０３２万円，投資有価証券等が１６５万円であ

る。前年度末に比べ２，３８１万円（１．９％）減少しているが，これは主として，減価償却

による。 

 繰延資産は開業費１，５３９万円である。 

② 負債 

    負債総額は１，１０８万円で，前年度末に比べ４１５万円（６０．０％）増加している。 

    流動負債は８３３万円で，主として未払金３９１万円，及び未払消費税１４４万円である。

前年度に比べ，３９３万円（８９．３％）増加しているが，これは主として，未払金の増及び

未払消費税の皆増による。 

    固定負債は預り保証金２７５万円である。テナント誘致による敷金の増により，前年度末に

比べ２２万円（９．０％）増加している。 

③ 資本 

    資本総額は１３億５，７３５万円で，前年度末に比べ３，８２５万円（２．７％）減少して

いる。 

資本金は，１４億８，５１０万円となっている。 

欠損金は，当期損失３，８２５万円に前期からの繰越損失８，９４９万円を合わせて１億 

２，７７４万円となっている。 
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金 額
構 成
比 率
金 額

構 成
比 率

　 1,368,447 100.0 1,402,538 100.0 △ 34,091 △ 2.4

Ⅰ 　 100,919 7.4 93,374 6.7 7,545 8.1

1 91,896 6.7 82,199 5.9 9,697 11.8

2 9,500 0.7 9,729 0.7 △ 229 △ 2.4

3 688 0.1 1,128 0.1 △ 440 △ 39.0

4 △ 1,300 △ 0.1 － － △ 1,300 －

5 136 0.0 318 0.0 △ 182 △ 57.2

Ⅱ 1,252,133 91.5 1,275,950 91.0 △ 23,817 △ 1.9

1 1,250,324 91.4 1,274,639 90.9 △ 24,315 △ 1.9

618,835 45.2 642,187 45.8 △ 23,352 △ 3.6

13,946 1.0 14,473 1.0 △ 527 △ 3.6

4,157 0.3 4,594 0.3 △ 437 △ 9.5

613,386 44.8 613,386 43.7 0 0.0

2 153 0.0 153 0.0 0 0.0

153 0.0 153 0.0 0 0.0

3 1,656 0.1 1,158 0.1 498 43.0

1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0

656 0.0 158 0.0 498 315.2

Ⅲ 15,395 1.1 33,214 2.4 △ 17,819 △ 53.6

1 － － 2,425 0.2 △ 2,425 皆減

2 15,395 1.1 30,789 2.2 △ 15,394 △ 50.0

　 1,368,447 － 1,402,538 － △ 34,091 △ 2.4

11,089 100.0 6,930 100.0 4,159 60.0

Ⅰ 　 8,333 75.1 4,401 63.5 3,932 89.3

1 3,913 35.3 2,128 30.7 1,785 83.9

2 950 8.6 950 13.7 0 0.0

3 1,449 13.1 　－ － 1,449 皆増

4 1,028 9.3 684 9.9 344 50.3

5 992 8.9 640 9.2 352 55.0

Ⅱ 2,756 24.9 2,528 36.5 228 9.0

1 2,756 24.9 2,528 36.5 228 9.0

1,357,358 － 1,395,608 － △ 38,250 △ 2.7

Ⅰ 1,485,100 － 1,485,100 － 0 0.0

Ⅱ △ 127,742 － △ 89,492 － △ 38,250 －

1 △ 127,742 － △ 89,492 － △ 38,250 －

(△38,250) － (△45,722) － (7,472) 　 －

　

対 前 年 度
増 減

第　４  表　　　比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表　

(単位　金額：千円）

科 目

平 成 15 年 度 平 成 14 年 度
対前年度
増 減 率

資 産

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金

未 収 入 金

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

(3) 工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

(2) 構 築 物

土 地

(1)

(4)

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

(2) 長 期 前 払 費 用

(1)

(1)

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

開 業 費

創 立 費

（注）  金額は，千円未満を四捨五入している。

利益剰余金及び損失金
当 期 未 処 理 損 失

（ う ち 当 期 損 失 ）

固 定 負 債
預 り 保 証 金

資 本 金

資 本

未 払 消 費 税

前 受 金

預 り 金

負 債 及 び 資 本

負 債

流 動 負 債
未 払 金

未 払 法 人 税 等
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５ 監 査 の 結 果        

  出納その他の事務については，おおむね適正に行われているものと認められたが，事務の一部に

ついて次のような改善を要する事例が見受けられたので，今後適正な事務処理に努められたい。 

 

(1) 会計処理に関する事務について 

① 附属明細書の記載について 

  附属明細書に記載されている減価償却累計額について，平成１５年度末の減価償却累計額は

平成１４年度末減価償却累計額に平成１５年度の償却額を加えた額を計上するべきであるにも

かかわらず不整合が生じている事例が見受けられた。 

  適正な事務処理を行うべきである。 

  

 (2)  財産管理に関する事務について 

  ① 固定資産の減価償却について  

    固定資産の減価償却について，次のような事例が見受けられた。        

ア 減価償却額の算定を誤っている事例 

イ 耐用年数を誤って減価償却をしている事例 

適正な事務処理を行うべきである。 

 

以上，監査の結果を述べた。 

総費用に占める減価償却費，固定資産税及び人件費などの固定経費の割合が高いという現状では

あるが，新たなテナント誘致などによる賃貸料収入の確保に力を注ぐとともに，更なる経費削減努

力が必要と思われる。 

また，滞留債権など未収入金については，回収に力を注ぐとともに，適切な貸倒引当金や

貸倒損失の計上が今後求められる。一方，政策的家賃とせざるを得ないとしても，入居稼働率が 

１００％となっても，現行の設定家賃収入では維持管理費用を賄えない状況である。 

現状のままでは累積損失が増加する一方と推測され，さらに，新会計基準の導入を見据えた場合，

土地評価額が経営面に悪影響を及ぼす可能性も高い。 

今後，より一層の集客力アップと，魅力発信による新規テナント誘致に伴う賃貸料収入の確保，

及び効率的な施設運営を図るとしても，経営面では抜本的な対策が必要な時期にきており，運営体

制の見直しなど適切な判断を下されるよう希望する。 
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凡     例 
 
 １ 文中で用いる金額は，原則として千円の位以下を省略し，万円単位で表示している。 
 ２ 各表中の金額は，原則として百円の位を四捨五入し，千円単位で表示している。した

がって合計と内訳の計が一致しない場合がある。 
 ３ 各表中の比率は，百分率で表示し，小数点以下第２位を四捨五入している。したがっ

て合計と内訳の計が一致しない場合がある。 
 ４ 各表中の符号の用法は，次のとおりである。 
   ｢0｣及び｢0.0｣-------------該当数値はあるが，単位未満のもの。 
              対前年増減額及び率の場合は，零を含む。 
   ｢－｣-------------------------該当数値なし，算出不能又は無意味のもの。 
   ｢ほぼ皆増｣----------------増加率が 1,000％以上のもの。 
 ５ 文中及び各表中でいう消費税とは「消費税」および「地方消費税」をいう。 
 
 


